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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく自立支援給付と介護保険法に基づく介護予防・日常生

活支援総合事業の適用関係に係る留意事項について 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号）に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等に

ついては、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」（平成

19 年３月 28 日障企発第 0328002 号・障障発第 0328002 号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連名通知。以下「適用

関係通知」という。）及び「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係

る留意事項等について」（平成 27 年２月 18 日付け事務連絡）でお示しす

るとともに、障害保健福祉関係主管課長会議等において適切な運用に努め

ていただくよう周知しているところです。 

 この度、介護保険法（平成９年法律第 123 号）に基づく介護予防・日常

生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）について、実施の猶予期

間が本年３月で終了し、４月より全ての市町村で実施されることになった

ことを受け、標記について下記のとおりまとめたので、御了知の上、管内

市町村、関係機関に周知徹底いただくとともに、その運用に遺漏なきよう

お願いいたします。なお、本事務連絡については、老健局とも協議済みで

あることを念のため申し添えます。 

 

 



 

記 

 

１．利用意向の聴き取りについて 

市町村は、介護保険の被保険者である障害者から障害福祉サービスの利

用に係る支給申請があった場合は、個別のケースに応じて、当該障害福祉

サービスに相当する介護保険サービスに係る保険給付又は地域支援事業に

より適切な支援を受けることが可能か否か等について、申請に係る障害福

祉サービスの利用に関する具体的な内容（利用意向）を聴き取りにより把

握した上で、適切に判断するようお願いしているところ。 

 障害福祉サービスと総合事業との適用関係の具体的な運用についても、

これまで同様、利用意向を把握した上で、利用者が適切な支援を受けるこ

とが可能か否かについて、適切な判断を行うこと。 

 

２．障害福祉サービスと総合事業の適用関係について 

障害福祉サービスのうち、居宅介護、重度訪問介護等に係る指定障害福

祉サービスの職務に従事する者については、当該事業を行う事業所ごとに

指定居宅介護等の提供に当たる者を置くよう定められており、また、その

他の障害福祉サービスについても、事業を行う事業所ごとに一定の要件を

満たす従業者を置くよう定められているところ1。 

総合事業の訪問型サービス及び通所型サービスのうち、旧介護予防訪問

介護及び旧介護予防通所介護（以下「旧介護予防訪問介護等」という。）

に相当するサービスの職務に従事する者については、「地域支援事業の実

施について」（平成 18 年６月９日老発第 0609001 号厚生労働省老健局長通

知）で示されているとおり、旧介護予防訪問介護等に係る基準の例により、

市町村が定める基準によることとされているところ2。 

 

                                                      
1 「指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18 年厚生

労働省令第 171 号）及び「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定める

もの」（平成 18 年厚生労働省告示第 538 号）の規定による。 

2 「介護保険法施行規則」（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 63 の６第１号イに

規定する「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令」（平成 27 年厚生労働省令第４

号）附則第２条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされた「指定介護予防サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準」（平成 18 年厚生労働省令第 35 号）の規定による。 



 

一方、旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外のサービスの職務

に従事する者については、地域の実情に応じて市町村が定める基準による

こととしており、ボランティア等が支援に当たることも想定されていると

ころ。 

 これまでもお示ししているとおり、障害福祉サービスに相当する介護保

険サービスにより適切な支援を受けることが可能である場合は、原則とし

て、当該介護保険サービスの利用が優先されることとなる。しかしながら、

ボランティアのみ配置されている等一定の要件を満たす者が事業所に置か

れておらず、利用者が適切な支援を受けることができないと判断される場

合は、原則として、その事業所において障害福祉サービスに相当する介護

保険サービスを受けられるものとはいえない。障害福祉サービスに相当す

る介護保険サービスによる適切な支援を受けることができるか否か等の判

断に当たっては、この点にも十分留意すること。  
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